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１ 概況 

事業所数 38,404 36,668

322,493 284,802

（男） 162,730 （男） 144,379

（女） 159,549 （女） 140,209

1事業所当たりの
平均従業者数

8.4 7.8

従業者数

全事業所 うち民営事業所

（注）総数には男女別が不詳の従業者を含むため、男と女の合計は
　　　総数と一致していません。

 

 平成 26 年７月１日現在の高知県の事業所数は３８，４０４事業所（全国４５位）、うち民営の事

業所は３６，６６８事業所（同４５位）です。 

  高知県の事業所に勤務する従業者数は３２２，４９３人（同４６位）、うち民営の事業所に勤務

する従業者は、２８４，８０２人（同４６位）です。 

 

２ 事業所数 

   

（１）産業別 

  事業所数を産業大分類別にみると、「卸売業，小売業」が１０，４０７事業所（全産業の２７．

１％）と最も多く、次いで「宿泊業，飲食サービス業」が５，６８４事業所（同１４．８％）、「生

活関連サービス業，娯楽業」が３，６２７事業所（同９．４％）、「建設業」が３，２２９事業所

（同８．４％）などとなっています。 

 

３ 従業者数 

  

（１）産業別 

 従業者数を産業大分類別にみると、「卸売業，小売業」が６６，１５５人（全産業の２０．５％）

と最も多く、次いで「医療，福祉」が６２，８２９人（同１９．５％）、「宿泊業，飲食サービス

業」が３０，６０１人（同９．５％）、「製造業」が２９，６７６人（同９．２％）などとなって

います。 
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A～S 全産業 38,404 100.0 322,493 100.0 8.4

A～R 全産業（S公務を除く） 37,907 98.7 308,173 95.6 8.1

　A～B 農林漁業 406 1.1 4,937 1.5 12.2

　　A 農業，林業 312 0.8 3,714 1.2 11.9

　　B 漁業 94 0.2 1,223 0.4 13.0

　C～S 非農林漁業 37,998 98.9 317,556 98.5 8.4

　C～R 非農林漁業（S公務を除く） 37,501 97.6 303,236 94.0 8.1

　　C 鉱業，採石業，砂利採取業 27 0.1 435 0.1 16.1

　　D 建設業 3,229 8.4 22,151 6.9 6.9

　　E 製造業 2,433 6.3 29,676 9.2 12.2

　　F 電気・ガス・熱供給・水道業 94 0.2 1,761 0.5 18.7

　　G 情報通信業 243 0.6 3,211 1.0 13.2

　　H 運輸業，郵便業 766 2.0 11,928 3.7 15.6

　　I 卸売業，小売業 10,407 27.1 66,155 20.5 6.4

　　J 金融業，保険業 647 1.7 7,446 2.3 11.5

　　K 不動産業，物品賃貸業 1,677 4.4 6,486 2.0 3.9

　　L 学術研究，専門・技術サービス業 1,191 3.1 6,623 2.1 5.6

　　M 宿泊業，飲食サービス業 5,684 14.8 30,601 9.5 5.4

　　N 生活関連サービス業，娯楽業 3,627 9.4 13,938 4.3 3.8

　　O 教育，学習支援業 1,472 3.8 18,335 5.7 12.5

　　P 医療，福祉 3,163 8.2 62,829 19.5 19.9

　　Q 複合サービス事業 471 1.2 5,070 1.6 10.8

　　R サービス業（他に分類されないもの） 2,370 6.2 16,591 5.1 7.0

　　S 公務（他に分類されるものを除く） 497 1.3 14,320 4.4 28.8

表１　産業大分類別　事業所数、従業者数、事業所・従業者数の構成比及び１事業所当たり従業者数（全事業所）

産業大分類 事業所数
１事業所
当たり

従業者数

構成比
（％）

従業者数
構成比
（％）

 

 

（２）１事業所当たり従業者数 

  平成 26 年７月１日現在の高知県内の事業所に勤める１事業所当たり従業者数は８．４人となっ

ています。 

 

○産業別 

   １事業所当たり従業者数を産業大分類別にみると、「公務（他に分類されるものを除く）」が

２８．８人で、次いで「医療，福祉」が１９．９人、「電気・ガス・熱供給・水道業」が１８．

７人、「鉱業、採石業、砂利採取業」が１６．１人、「運輸業，郵便業」が１５．６人などとな

っています。 
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参考１：産業分類別事業所数及び従業者数　増減率

事業所数 従業者数(注)
１事業所

当たり

従業者数

0 A～R全産業（Ｓ公務を除く） 36,775 281,911 7.7 36,668 284,802 7.8 △ 0.3 1.0 1.3

1 A～B農林漁業 351 4,904 14.0 369 4,530 12.3 5.1 △ 7.6 △ 12.1

2 C～R非農林漁業（Ｓ公務を除く） 36,424 277,007 7.6 36,299 280,272 7.7 △ 0.3 1.2 1.5

3 C鉱業，採石業，砂利採取業 31 451 14.5 26 429 16.5 △ 16.1 △ 4.9 13.4

4 D建設業 3,319 23,635 7.1 3,229 22,151 6.9 △ 2.7 △ 6.3 △ 3.7

5 E製造業 2,419 29,653 12.3 2,432 29,675 12.2 0.5 0.1 △ 0.5

6 F電気・ガス・熱供給・水道業 48 1,237 25.8 52 1,236 23.8 8.3 △ 0.1 △ 7.8

7 G情報通信業 256 4,017 15.7 243 3,211 13.2 △ 5.1 △ 20.1 △ 15.8

8 H運輸業，郵便業 852 14,272 16.8 763 11,917 15.6 △ 10.4 △ 16.5 △ 6.8

9 I卸売業，小売業 10,624 65,568 6.2 10,405 66,122 6.4 △ 2.1 0.8 3.0

10 J金融業，保険業 677 8,912 13.2 647 7,446 11.5 △ 4.4 △ 16.4 △ 12.6

11 K不動産業，物品賃貸業 1,691 5,288 3.1 1,667 6,440 3.9 △ 1.4 21.8 23.5

12 L学術研究，専門・技術サービス業 1,067 5,229 4.9 1,125 5,259 4.7 5.4 0.6 △ 4.6

13 M宿泊業，飲食サービス業 5,659 30,512 5.4 5,638 30,280 5.4 △ 0.4 △ 0.8 △ 0.4

14 N生活関連サービス業，娯楽業 3,634 13,736 3.8 3,590 13,574 3.8 △ 1.2 △ 1.2 0.0

15 O教育，学習支援業 897 7,370 8.2 953 7,929 8.3 6.2 7.6 1.3

16 P医療，福祉 2,465 47,711 19.4 2,779 53,812 19.4 12.7 12.8 0.0

17 Q複合サービス事業 454 3,826 8.4 471 5,070 10.8 3.7 32.5 27.7

18 Rサービス業（他に分類されないもの） 2,331 15,590 6.7 2,279 15,721 6.9 △ 2.2 0.8 3.1

（注）男女別の不詳を除く。

増減率（％）平成26年経済センサス－基礎調査平成24年経済センサス－活動調査

事業所数
従業者数

（注）

１事業所

当たり

従業者数

民営

事業所数 従業者数
１事業所

当たり

従業者数

 

４ 市町村別の状況 

 

  ○事業所数 

   市町村別にみると、高知市が１７，３９０事業所（県全体の４５．３％）と最も多く、次い

で四万十市が２，４８４事業所（同６．５％）、などとなっています。市部が３１，１９１事業

所と８１．２％を占めています。 

 

○従業者数 

市町村別にみると、高知市が１６２，９９７人（同５０．５％）と最も多く、次いで南国市

が２４，７２１人（同７．７％）、四万十市が１６，７４９人（同５．２％）などとなっていま

す。市部が２７３，８０６人と８４．９％を占めています。 

 

  ○１事業所当たり従業者数 

市町村別にみると、南国市が１２．１人と最も多く、次いで芸西村が１０．８人と、１０人

以上は２市村で、土佐市が９．５人、高知市が９．４人、日高村が９．１人などとなっていま

す。 
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表２　市町村別　事業所数、従業者数（全数、民営数）及び構成比

事業所数
構成比
（％）

従業者数
構成比
（％）

１事業所
当たり

従業者数
事業所数

構成比
（％）

従業者数
構成比
（％）

１事業所
当たり

従業者数

高　 知 　市 17,390 45.3 162,997 50.5 9.4 17,037 46.5 148,468 52.1 8.7
室　 戸 　市 867 2.3 4,839 1.5 5.6 799 2.2 4,050 1.4 5.1
安　 芸 　市 1,011 2.6 7,015 2.2 6.9 927 2.5 5,522 1.9 6.0
南　 国 　市 2,046 5.3 24,721 7.7 12.1 1,966 5.4 22,775 8.0 11.6
土　 佐 　市 1,173 3.1 11,166 3.5 9.5 1,110 3.0 9,854 3.5 8.9
須　 崎 　市 1,260 3.3 10,443 3.2 8.3 1,201 3.3 9,277 3.3 7.7
宿　 毛　 市 1,466 3.8 9,434 2.9 6.4 1,385 3.8 8,013 2.8 5.8
土佐清水市 975 2.5 5,744 1.8 5.9 915 2.5 4,937 1.7 5.4
四 万 十 市 2,484 6.5 16,749 5.2 6.7 2,368 6.5 14,623 5.1 6.2
香　 南 　市 1,277 3.3 10,810 3.4 8.5 1,218 3.3 8,760 3.1 7.2
香　 美 　市 1,242 3.2 9,888 3.1 8.0 1,159 3.2 8,398 2.9 7.2

市　　部 31,191 81.2 273,806 84.9 8.8 30,085 82.0 244,677 85.9 8.1
東　 洋 　町 170 0.4 688 0.2 4.0 149 0.4 527 0.2 3.5
奈 半 利 町 217 0.6 1,191 0.4 5.5 202 0.6 978 0.3 4.8
田　 野 　町 177 0.5 1,157 0.4 6.5 161 0.4 992 0.3 6.2
安　 田 　町 145 0.4 782 0.2 5.4 130 0.4 661 0.2 5.1
北　 川 　村 61 0.2 537 0.2 8.8 46 0.1 355 0.1 7.7
馬　 路 　村 71 0.2 520 0.2 7.3 49 0.1 364 0.1 7.4
芸　 西 　村 167 0.4 1,804 0.6 10.8 152 0.4 1,629 0.6 10.7
本　 山 　町 217 0.6 1,371 0.4 6.3 189 0.5 892 0.3 4.7
大　 豊 　町 234 0.6 1,501 0.5 6.4 216 0.6 1,286 0.5 6.0
土　 佐 　町 244 0.6 1,765 0.5 7.2 227 0.6 1,575 0.6 6.9
大　 川 　村 30 0.1 216 0.1 7.2 22 0.1 155 0.1 7.0
い　 の 　町 1,018 2.7 8,337 2.6 8.2 938 2.6 6,851 2.4 7.3
仁 淀 川 町 359 0.9 2,381 0.7 6.6 322 0.9 1,953 0.7 6.1
中 土 佐 町 383 1.0 2,518 0.8 6.6 352 1.0 2,178 0.8 6.2
佐　 川 　町 532 1.4 3,798 1.2 7.1 491 1.3 2,975 1.0 6.1
越　 知 　町 331 0.9 2,284 0.7 6.9 310 0.8 1,951 0.7 6.3
梼　 原 　町 245 0.6 1,501 0.5 6.1 231 0.6 1,270 0.4 5.5
日　 高 　村 224 0.6 2,046 0.6 9.1 205 0.6 1,728 0.6 8.4
津　 野 　町 311 0.8 1,840 0.6 5.9 267 0.7 1,352 0.5 5.1
四 万 十 町 1,049 2.7 6,927 2.1 6.6 965 2.6 5,820 2.0 6.0
大　 月 　町 323 0.8 1,552 0.5 4.8 305 0.8 1,230 0.4 4.0
三　 原 　村 107 0.3 559 0.2 5.2 93 0.3 474 0.2 5.1
黒　 潮 　町 598 1.6 3,412 1.1 5.7 561 1.5 2,929 1.0 5.2

郡　　部 7,213 18.8 48,687 15.1 6.7 6,583 18.0 40,125 14.1 6.1
計 38,404 100.0 322,493 100.0 8.4 36,668 100.0 284,802 100.0 7.8

（注）　構成比は四捨五入の関係により、内訳の合計が計の値とは一致していません。

全事業所 うち民営事業所
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表３－１　事業所数の多い市町村（上位10市町） 表３－２　従業者数の多い市町村（上位10市町）

1 高知市 17,390 1 高知市 162,997
2 四万十市 2,484 2 南国市 24,721
3 南国市 2,046 3 四万十市 16,749
4 宿毛市 1,466 4 土佐市 11,166
5 香南市 1,277 5 香南市 10,810
6 須崎市 1,260 6 須崎市 10,443
7 香美市 1,242 7 香美市 9,888
8 土佐市 1,173 8 宿毛市 9,434
9 四万十町 1,049 9 いの町 8,337
10 いの町 1,018 10 安芸市 7,015

順位 市町村名 事業所数 順位 市町村名 従業者数

 

 

表３－３　１事業所当たり従業者数が多い市町村（上位10市村）

1 南国市 12.1
2 芸西村 10.8
3 土佐市 9.5
4 高知市 9.4
5 日高村 9.1
6 北川村 8.8
7 香南市 8.5
8 須崎市 8.3
9 いの町 8.2
10 香美市 8.0

順位 市町村名
１事業所
当たり

従業者数
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参考２　市町村別　民営事業所数及び従業者数（平成24年経済センサス‐活動調査との比較）

事業所数 従業者数(注)
１事業所

当たり
従業者数

高知県 36,775 281,911 7.7 36,668 284,802 7.8 △ 0.3 1.0 1.3

高知市 16,718 144,052 8.6 17,037 148,468 8.7 1.9 3.1 1.1

室戸市 851 4,279 5.0 799 4,050 5.1 △ 6.1 △ 5.4 0.8

安芸市 950 5,551 5.8 927 5,522 6.0 △ 2.4 △ 0.5 1.9

南国市 1,936 22,173 11.5 1,966 22,775 11.6 1.5 2.7 1.1

土佐市 1,113 8,540 7.7 1,110 9,854 8.9 △ 0.3 15.4 15.7

須崎市 1,246 9,241 7.4 1,201 9,277 7.7 △ 3.6 0.4 4.2

宿毛市 1,421 8,118 5.7 1,385 8,013 5.8 △ 2.5 △ 1.3 1.3

土佐清水市 964 5,187 5.4 915 4,937 5.4 △ 5.1 △ 4.8 0.3

四万十市 2,371 14,948 6.3 2,368 14,623 6.2 △ 0.1 △ 2.2 △ 2.1

香南市 1,229 9,137 7.4 1,218 8,760 7.2 △ 0.9 △ 4.1 △ 3.3

香美市 1,194 8,776 7.4 1,159 8,398 7.2 △ 2.9 △ 4.3 △ 1.4

東洋町 153 665 4.3 149 527 3.5 △ 2.6 △ 20.8 △ 18.6

奈半利町 209 1,066 5.1 202 978 4.8 △ 3.3 △ 8.3 △ 5.1

田野町 168 1,135 6.8 161 992 6.2 △ 4.2 △ 12.6 △ 8.8

安田町 127 681 5.4 130 661 5.1 2.4 △ 2.9 △ 5.2

北川村 46 369 8.0 46 355 7.7 0.0 △ 3.8 △ 3.8

馬路村 49 397 8.1 49 364 7.4 0.0 △ 8.3 △ 8.3

芸西村 151 1,706 11.3 152 1,629 10.7 0.7 △ 4.5 △ 5.1

本山町 202 975 4.8 189 892 4.7 △ 6.4 △ 8.5 △ 2.2

大豊町 228 1,323 5.8 216 1,286 6.0 △ 5.3 △ 2.8 2.6

土佐町 223 1,535 6.9 227 1,575 6.9 1.8 2.6 0.8

大川村 21 146 7.0 22 155 7.0 4.8 6.2 1.3

いの町 954 6,814 7.1 938 6,851 7.3 △ 1.7 0.5 2.3

仁淀川町 342 2,089 6.1 322 1,953 6.1 △ 5.8 △ 6.5 △ 0.7

中土佐町 379 2,161 5.7 352 2,178 6.2 △ 7.1 0.8 8.5

佐川町 509 3,560 7.0 491 2,975 6.1 △ 3.5 △ 16.4 △ 13.4

越知町 323 2,062 6.4 310 1,951 6.3 △ 4.0 △ 5.4 △ 1.4

梼原町 238 1,265 5.3 231 1,270 5.5 △ 2.9 0.4 3.4

日高村 211 1,800 8.5 205 1,728 8.4 △ 2.8 △ 4.0 △ 1.2

津野町 273 1,494 5.5 267 1,352 5.1 △ 2.2 △ 9.5 △ 7.5

四万十町 1,007 6,041 6.0 965 5,820 6.0 △ 4.2 △ 3.7 0.5

大月町 299 1,271 4.3 305 1,230 4.0 2.0 △ 3.2 △ 5.1

三原村 96 508 5.3 93 474 5.1 △ 3.1 △ 6.7 △ 3.7

黒潮町 574 2,846 5.0 561 2,929 5.2 △ 2.3 2.9 5.3

（注）男女別の不詳を除く。

平成24年経済センサス－活動調査 平成26年経済センサス－基礎調査 増減率（％）

事業所数
従業者数

（注）

１事業所
当たり

従業者数

民営

事業所数 従業者数
１事業所
当たり

従業者数
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参考　事業所数・従業者数・１事業所当たり従業者数の全国順位（全事業所）

順位 都道府県 事業所数 順位 都道府県 従業者数 順位 都道府県
１事業所
当たり

従業者数

- 全国 5,689,366 - 全国 61,788,853 1 東京都 14.6
1 東京都 662,360 1 東京都 9,657,306 2 神奈川県 12.3
2 大阪府 418,524 2 大阪府 4,729,325 3 愛知県 12.2
3 愛知県 327,019 3 愛知県 3,984,108 4 千葉県 11.4
4 神奈川県 304,113 4 神奈川県 3,725,924 5 大阪府 11.3
5 埼玉県 254,161 5 埼玉県 2,760,890 6 滋賀県 11.2
6 北海道 242,707 6 北海道 2,445,372 - 全国 10.9
7 兵庫県 229,812 7 福岡県 2,389,165 7 埼玉県 10.9
8 福岡県 223,568 8 兵庫県 2,386,185 8 茨城県 10.8
9 千葉県 200,113 9 千葉県 2,281,323 9 宮城県 10.7
10 静岡県 182,631 10 静岡県 1,857,811 10 福岡県 10.7
11 広島県 134,296 11 広島県 1,397,102 11 三重県 10.6
12 茨城県 122,835 12 茨城県 1,321,449 12 兵庫県 10.4
13 京都府 121,895 13 京都府 1,242,107 13 岡山県 10.4
14 新潟県 120,495 14 新潟県 1,125,360 14 広島県 10.4
15 長野県 113,751 15 宮城県 1,100,860 15 栃木県 10.2
16 岐阜県 105,075 16 長野県 1,020,500 16 静岡県 10.2
17 宮城県 102,472 17 群馬県 967,945 17 京都府 10.2
18 群馬県 96,077 18 岐阜県 955,767 18 北海道 10.1
19 福島県 91,259 19 栃木県 931,021 19 群馬県 10.1
20 栃木県 91,234 20 岡山県 884,932 20 富山県 10.0
21 岡山県 84,967 21 三重県 876,974 21 奈良県 9.8
22 三重県 83,092 22 福島県 873,753 22 山口県 9.8
23 鹿児島県 81,038 23 熊本県 782,561 23 熊本県 9.8
24 熊本県 79,740 24 鹿児島県 747,966 24 佐賀県 9.7
25 愛媛県 67,910 25 滋賀県 657,735 25 岩手県 9.6
26 沖縄県 67,376 26 山口県 644,204 26 福島県 9.6
27 長崎県 65,873 27 愛媛県 627,644 27 香川県 9.6
28 山口県 65,865 28 長崎県 619,313 28 長崎県 9.4
29 石川県 63,640 29 沖縄県 609,821 29 大分県 9.4
30 青森県 62,055 30 岩手県 595,288 30 青森県 9.3
31 岩手県 62,050 31 石川県 589,321 31 新潟県 9.3
32 山形県 59,333 32 青森県 575,797 32 石川県 9.3
33 滋賀県 58,749 33 富山県 551,401 33 鳥取県 9.3
34 大分県 56,418 34 大分県 532,704 34 福井県 9.2
35 富山県 55,232 35 山形県 530,727 35 愛媛県 9.2
36 宮崎県 55,171 36 宮崎県 500,829 36 鹿児島県 9.2
37 秋田県 52,894 37 奈良県 486,777 37 岐阜県 9.1
38 和歌山県 50,340 38 香川県 481,238 38 宮崎県 9.1
39 香川県 50,281 39 秋田県 465,227 39 沖縄県 9.1
40 奈良県 49,823 40 和歌山県 420,219 40 長野県 9.0
41 山梨県 45,613 41 福井県 408,503 41 山形県 8.9
42 福井県 44,543 42 山梨県 400,762 42 秋田県 8.8
43 佐賀県 39,785 43 佐賀県 387,835 43 山梨県 8.8
44 徳島県 39,056 44 徳島県 345,609 44 徳島県 8.8
45 高知県 38,404 45 島根県 329,036 45 島根県 8.7
46 島根県 37,836 46 高知県 322,493 46 高知県 8.4
47 鳥取県 27,885 47 鳥取県 260,664 47 和歌山県 8.3
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参考　事業所数・従業者数・１事業所当たり従業者数の全国順位（民営事業所）

順位 都道府県 事業所数 順位 都道府県 従業者数 順位 都道府県
１事業所
当たり

従業者数

- 全国 5,541,634 - 全国 57,427,704 1 東京都 14.0
1 東京都 653,819 1 東京都 9,185,292 2 愛知県 11.7
2 大阪府 413,110 2 大阪府 4,487,792 3 神奈川県 11.7
3 愛知県 320,608 3 愛知県 3,757,267 4 大阪府 10.9
4 神奈川県 299,573 4 神奈川県 3,502,634 5 千葉県 10.8
5 埼玉県 249,078 5 埼玉県 2,577,264 6 滋賀県 10.7
6 北海道 233,037 6 福岡県 2,237,808 - 全国 10.4
7 兵庫県 224,343 7 兵庫県 2,215,370 7 埼玉県 10.3
8 福岡県 219,212 8 北海道 2,206,038 8 茨城県 10.3
9 千葉県 194,877 9 千葉県 2,103,767 9 福岡県 10.2
10 静岡県 178,889 10 静岡県 1,739,632 10 宮城県 10.2
11 広島県 130,789 11 広島県 1,296,824 11 三重県 10.1
12 茨城県 119,168 12 茨城県 1,229,335 12 岡山県 10.0
13 京都府 119,145 13 京都府 1,153,495 13 広島県 9.9
14 新潟県 116,715 14 新潟県 1,034,596 14 兵庫県 9.9
15 長野県 109,493 15 宮城県 1,010,795 15 栃木県 9.8
16 岐阜県 101,760 16 長野県 934,622 16 静岡県 9.7
17 宮城県 99,539 17 群馬県 898,036 17 京都府 9.7
18 群馬県 93,367 18 岐阜県 883,070 18 群馬県 9.6
19 栃木県 88,879 19 栃木県 871,483 19 富山県 9.6
20 福島県 87,931 20 岡山県 823,920 20 北海道 9.5
21 岡山県 82,145 21 三重県 806,988 21 山口県 9.3
22 三重県 80,173 22 福島県 803,372 22 佐賀県 9.2
23 鹿児島県 77,863 23 熊本県 709,545 23 奈良県 9.2
24 熊本県 77,119 24 鹿児島県 677,846 24 熊本県 9.2
25 沖縄県 65,164 25 滋賀県 604,553 25 福島県 9.1
26 愛媛県 65,145 26 山口県 586,263 26 香川県 9.0
27 長崎県 63,652 27 愛媛県 573,320 27 岩手県 9.0
28 山口県 63,240 28 長崎県 559,425 28 大分県 8.9
29 石川県 61,799 29 石川県 544,250 29 新潟県 8.9
30 青森県 59,958 30 沖縄県 543,072 30 石川県 8.8
31 岩手県 59,500 31 岩手県 536,313 31 愛媛県 8.8
32 山形県 57,515 32 富山県 510,210 32 長崎県 8.8
33 滋賀県 56,704 33 青森県 508,770 33 福井県 8.8
34 大分県 54,521 34 大分県 487,503 34 鹿児島県 8.7
35 富山県 53,414 35 山形県 480,627 35 鳥取県 8.7
36 宮崎県 53,269 36 宮崎県 453,108 36 岐阜県 8.7
37 秋田県 50,457 37 奈良県 442,684 37 長野県 8.5
38 香川県 48,510 38 香川県 437,572 38 宮崎県 8.5
39 和歌山県 48,411 39 秋田県 418,534 39 青森県 8.5
40 奈良県 48,034 40 和歌山県 378,487 40 徳島県 8.4
41 山梨県 44,056 41 福井県 376,204 41 山形県 8.4
42 福井県 42,848 42 山梨県 366,543 42 沖縄県 8.3
43 佐賀県 38,335 43 佐賀県 353,609 43 山梨県 8.3
44 徳島県 37,298 44 徳島県 312,289 44 秋田県 8.3
45 高知県 36,668 45 島根県 292,310 45 島根県 8.1
46 島根県 35,971 46 高知県 284,802 46 和歌山県 7.8
47 鳥取県 26,533 47 鳥取県 230,465 47 高知県 7.8  
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平成 26 年経済センサス-基礎調査について 

 

 

１ 平成 26 年経済センサス-基礎調査の概要 

 

（１）調査の目的 

経済センサス－基礎調査は、事業所の基本的な経済活動及び企業の基本的な経済活動の状態を調

査し、全ての産業分野における事業所及び企業の活動からなる経済の構造を全国的及び地域別に明

らかにすること並びに各種統計調査実施のための事業所及び企業の名簿を得ることを目的とした基

幹統計調査（基幹統計「経済構造統計」を作成するための調査）です。 

 

（２）沿革 

 経済センサス－基礎調査は、平成 21 年に第 1 回調査を実施し、２回目に当たる平成 26 年調査で

は、経済産業省が所管する「商業統計調査」と一体的に実施しました。 

 なお、経済センサスは、経済センサス－基礎調査と経済センサス－活動調査の二つから成り立っ

ており、経済センサス－活動調査は、平成 24 年に第 1回調査を実施しました。 

 

（３）調査日 

 平成 26年７月 1日 

 

（４）調査の対象 

調査日現在、国内に所在する全ての事業所。ただし、日本標準産業分類に掲げる産業のうち次に

属する事業所は調査対象外としました。 

ア 大分類Ａ（農業、林業）に属する個人経営の事業所 

イ 大分類Ｂ（漁業）に属する個人経営の事業所 

ウ 大分類Ｎ（生活関連サービス業、娯楽業）のうち、小分類 792－家事サービス業に属する事 

業所 

エ 大分類Ｒ（サービス業（他に分類されないもの））のうち、中分類 96－外国公務に属する事業

所 

 

（５）調査の事項 

  ア.名称及び電話番号、所在地   サ.親会社の有無 

  イ.開設時期           シ.親会社の名称及び電話番号、所在地 

  ウ.従業者数            ス.子会社の有無及び子会社の数 

  エ.事業種類             セ.組織全体の常用雇用者数 

  オ.業態             ソ.組織全体の主な事業の内容 

  カ.経営組織           タ.国内及び海外の支所等の有無及び支所等の数 

  キ.資本金等の額         チ.本所の名称及び電話番号、所在地 

  ク.外国資本比率         ツ.年間総売上（収入）金額 等 
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  ケ.決算月             

コ.持株会社か否か         

 

（６）調査の方法 

  調査は、対象となる事業所及び企業の規模に応じて、調査員による調査と、総務省、都道府県、

市による調査に分けて行いました。 

ア 調査員調査 

単独事業所及び新設事業所（ただし、イにおける特定の単独事業所及び新設事業所を除く。）

については、調査票の配布は調査員が行い、取集は調査員による回収又はオンラインにより行い

ました。 

 イ 総務省、都道府県、市による調査 

  国内に支所（支社・支店）を有する企業については、その本所（本社・本店）となる事業所に

対して、調査票の配布は総務省が郵送により行い、取集は総務省、都道府県、市の担当区分に応

じてオンライン又は郵送により行いました。 

 

 

２ 利用上の注意 

調査票の欠測値や記入内容の矛盾などについて精査し、平成 24 年経済センサス－活動調査等を 

基に補足訂正を行った上で結果表として集計しました。 

 

 

３ 用語の説明 

ア．事業所 

経済活動が行われている場所ごとの単位で、原則として次の要件を備えているものをいい

ます。 

①一定の場所（１区画）を占めて、単一の経営主体のもとで経済活動が行われていること。 

②従業者と設備を有して、物の生産や販売、サービスの提供が継続的に行われていること。 

・民営事業所 

  国及び地方公共団体の事業所を除く事業所をいいます。 

・出向・派遣従業者のみの事業所 

当該事業所に所属する従業者が１人もおらず、他の会社など別経営の事業所から出向又は

派遣されている人のみで経済活動が行われている事業所をいいます。 

・事業内容等不詳の事業所 

 事業所として存在しているが、記入不備等で事業内容等が不明の事業所をいいます。 

 

イ．従業者 

調査日現在、当該事業所に所属して働いている全ての人をいいます。したがって、他の会

社や下請先などの別経営の事業所へ出向又は派遣している人も含まれます。一方、当該事業

所で働いている人であっても、他の会社などの別経営の事業所から出向又は派遣されている
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など、当該事業所から賃金・給与（現物給与を含む。）を支給されていない人は従業者に含め

ません。 

なお、個人経営の事業所の家族従業者は、賃金・給与を支給されていなくても従業者とし

ています。 

 

ウ．事業所の産業分類 

事業所の主な事業の種類（原則として過去１年間の収入額又は販売額の最も多いもの）に

より、日本標準産業分類（平成 25 年 10 月改定）に基づき分類しています。なお、一部の小

分類項目については分割したものも小分類としています。 

 

 

４ その他 

  より詳細な結果は、総務省統計局のホームページに掲載されています。 

 


